
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

□県民協働による事業改善

要求からの主な変更点

 概算事業費（B（A）+C） 2,746 6,386 13,544 0

5,781 12,387 0

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円）

概　算

人件費

0.30 0.70

指摘事項等への対応

□監査

□決算特別委員会

1,157

604

Aの

財源

604 605

当初予算 604 605 1,157 目標 成果 達成状況

H27末

（見込）

H28

0 0 0 0

予

算

額

前年度繰越

合計（A) 605 1,157 0

補正予算

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H28実施内容

国土利用計画（県計画）及び

土地利用基本計画の改定

直接

国土利用計画及び土地基本計画の改定及び審議会

の開催

0 565

国土利用計画（市町村計画）

策定支援

直接 国土利用計画（市町村計画）の策定支援

（要求）

目指す姿

現状

（予算編成

時）

○現在の第４次国土利用計画（長野県計画）は、全国計画を基本とし県民の意見や総合計画審議会の意見等を踏まえ平成20年度に策定

した。（計画期間：平成20～平成29年度）

○長野県土地利用基本計画は、国土利用計画（県計画）を基本として平成21年度に策定し、都市地域、農業地域、森林地域、自然公園

区域、自然保全地域の利用の原則及び重複する地域の調整指導方針を示し、個別規制法の総合調整機能を果たしている。

○平成27年度当初で、66市町村が国土利用計画（県計画）を基本とする国土利用計画（市町村計画）を策定している。

県が関与

する理由

国土利用計画（長野県計画）の策定により県土の利用に関する基本的事項を示し、この計画を基本とする長野県土地利用基本計画の適

正な運用及び市町村計画の策定支援を行い、望ましい県土利用を確保する。

県でなければ実施不可（法令等義務）

【左記の説明、根拠法令等】

国土利用計画法第７条、第９条

　　　　　４　合理的な土地利用の推進 実施期間 S49 ～

県民との協働による実施： 実施は困難

事業番号 ０２ ０７ １２ 事業改善シート （28年度実施事業分）　　■当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

事　業　名 国土利用計画管理運営費国土利用計画管理運営費国土利用計画管理運営費国土利用計画管理運営費
担

当

課

部局 企画振興部

課・室 地域振興課

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail shinko@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

５－２　快適で暮らしやすいまちづくり

605 1,157 0

（予算案）

国土利用計画（県計画）の進

捗管理

直接 土地の利用区分ごとの面積動向の把握・分析

合計

H27 H28

土地利用基本計画の変更 直接

個別規制法の該当案件の把握及び土地利用基本計

画図の変更

（当初）

605 592

（指摘事項等）

なし

（対応）

28予算案28予算案28予算案28予算案

H29

目標

26年度 27年度 28要求28要求28要求28要求

1.50

2,477

269

項目 H26末

人口定着・

確かな暮ら

し実現総合

戦略

信州創生の基本方針

施策展開

成果目標の達成状況成果目標の達成状況成果目標の達成状況成果目標の達成状況

○国土利用計画（県計画）に沿った県土の利用が図られるように、利用区分ごとの面積動向の進捗管理を行う。

○土地利用基本計画が、個別規制法に基づく措置の総合調整機能を発揮できるように、該当案件を随時把握し、必要に応じて土地利

用基本計画図の変更を行う。

○市町村の国土利用計画が、全国計画及び県計画を基本としたものとなるように策定支援を行う。

○国土利用計画（全国計画）が改定されたため、これを基本とする県計画の改定を行う。

○国土利用計画（県計画）を改定の上、これを基本とする土地利用基本計画の改定について検討を行う。


